
 

【問】 

甲さんは、令和 2年 1月に東京都大田区内に所有

する店舗兼自宅の建物とその敷地（それぞれの所有

期間は 10年超）を、一括して上場会社の㈱乙に譲渡

しました。甲さんは譲渡の直前までその建物と敷地

を店舗及び自宅として使用していました。甲さん

は、その譲渡代金により令和 2年中に品川区に所有

する土地上の上に貸家と自宅を建築する予定です。 

甲さんは、譲渡した資産についてそれぞれの特例

の適用要件を満たしていることから、自宅とその敷

地部分の譲渡については居住用財産を譲渡した場合

の譲渡所得の 3,000万円控除の特例（租税特別措置

法（措法）35条。以下「3,000万円控除」）の適用を

受け，店舗とその敷地部分の譲渡については，事業

用資産の買換え特例（措法 37条）の適用を受けよう

と考えています。甲さんのように、一つの不動産の

譲渡について事業用資産の買換え特例の適用を受け

る場合に、3,000万円控除の適用を受けることが認

められるのでしょうか。 

 

【回答】 

１．結論 

   一つの資産の譲渡について 3,000万円控除と他の

特例との重複適用はできませんが、甲さんの場合は

店舗兼自宅と敷地の譲渡であり、店舗（事業用）部

分の譲渡についてのみ事業用資産の買換え特例の適

用を受けることから、買換え特例の適用を受ける場

合であっても、自宅（居住用）部分の譲渡について

は、その適用要件を満たす限り、3,000万円控除の

適用が認められます（措法通達 35-1）。 

２．解説 

(1)3,000万円控除と他の特例との適用関係 

    個人が 3,000万円控除の適用対象となる資産を

譲渡した場合において、その譲渡が固定資産の交

換の特例（所得税法 58条）や事業用資産の買換え

特例など特例（以下「他の特例」という。）の適用

対象となり得るときがあります。その場合の特例

の適用について、措法通達 35-1の解説では次の通

りの考え方が示されています。 

①3,000万円控除の適用要件を満たしている資産

の譲渡については、3,000万円控除と他の特例と

を重複して適用することはできない。 

②店舗兼自宅のように、3,000万円控除の適用対

象となる部分（居住用部分）と適用対象となら

ない部分（非居住用部分）がある資産を譲渡す

る場合には、その資産を居住用部分と非居住用

部分に区分し、非居住用部分の譲渡についての

み「他の特例」の適用を受け、居住用部分の譲

渡については 3,000万円控除の適用を受けるこ

とができる。 

③②の場合において、譲渡者が現に（つまり譲渡

の直前まで）居住の用に供している資産を譲渡

するときは、その譲渡時の現況により 3,000万

円控除の適用対象となる居住用部分と適用対象

とならない非居住用部分とに区分する。 

(2)3,000万円控除と事業用資産の買換え特例の適用 

   事業用資産の買換え特例は事業の用に供される

資産の譲渡についてのみ適用され、3,000万円控

除は、譲渡者が居住の用に供される資産について

のみ適用されることから、事業の用に供されてい

る資産の譲渡について 3,000万円控除は適用され

ません。このため、事業用資産の買換え特例と

3,000万円控除とは競合せず、(1)①のような特例

の重複適用が問題となることはありません。  

また、店舗兼自宅である家屋とその敷地の譲渡

において、事業用部分の譲渡につき事業用資産の

買換え特例の適用を受け、居住用部分の譲渡につ

き 3,000万円控除の適用を受ける場合は、(1)②

の通り適用対象部分が異なる 2つの資産（[店舗

とその敷地］と［自宅とその敷地］）を、(1)③の

通りに譲渡時の現況で事業用と居住用に区分の

上、それぞれ譲渡して特例の適用を受けたとみる

ことから、特例の重複適用には該当しません。 

(3)本件へのあてはめ 

   ご質問の場合、譲渡者の甲さんは、店舗兼自宅

として譲渡の直前まで事業の用及び居住の用に供

されていた建物とその敷地を譲渡しています。こ

の場合、①事業用資産の買換え特例は、店舗兼自

宅のうち事業の用に供されていた部分とその敷地

の譲渡についてのみ適用される一方、②3,000万

円控除は、店舗兼自宅のうち譲渡者の甲さんが居

住の用に供していた部分とその敷地の譲渡につい

てのみ適用されます（上記(2)参照）。よって

3,000万円控除と事業用資産の買換え特例との間

で競合関係が生じることがないので、甲さんが店

舗併用住宅のうち事業用の部分について事業用資

産の買換え特例の適用を受ける場合であっても、

その居住用の部分については 3,000万円控除の適

用が認められます。  
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